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研究開発組織 における人的資源管理のあ り方に関する研究
一グロ 一バル ・データに基づ く実証研究一

専修大学 蔡 〓 錫

は じ め に

 本研究の関心事は，研究開発(以 下，R&D)組

織で働 く研究者の組織内での満足や組織コ ミット

メント，研究成果を上げるたあに有効で普遍的な

人的資源管理施策 というものは果たして存在する

のか，存在するとすればそれはどのような施策で

あるかを明らかにすることである。本研究 は，こ

のような研究関心事をグローバル ・データに基づ

き検証す る。具体的に， 日本，イギ リス，韓国，

インド，台湾の5力 国のR&D組 織で実施 されて

いるいくつかの人的資源管理施策が，研究者の組

織内での満足や組織 コミットメントと，研究者の

研究成果とどのような関係にあるのかを調べる。

1.人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム に 関 す る2つ の

観 点 ： 普 遍 的 観 点(universal view)と コ

 ン テ ィ ン ジ ェ ン シ ー 観 点(contingency

 view)

 経 営 管 理 論 に関 す る考 え 方 に は，大 き く2っ の

観 点 が 存 在 して い る。1つ は，普 遍 的観 点 で あ る。

こ の 観 点 に よ れ ば ， 直 面 して い る状 況(contin-

gency)は 異 な る も の の， ど の よ う な組 織 に適 用

して も組 織 の成 果 を 高 あ る こ との で き る， 唯 一 か

つ 最 善(one-best-way)の 管 理 方 法 は 存 在 す る。

例 え ば， あ る組 織 の トッ プ ・マ ネ ジ メ ン トが 変 革

型 リー ダ ー シ ップ を発 揮 し， そ の組 織 の成 果 を 高

め る こと が で き た とす れ ば， 変 革 型 リー ダー シ ッ

プ は 他 の 組 織 に も適 用 で き る と い う考 え 方 で あ

る。 も う1つ は， コ ンテ ィ ン ジ ェ ン シー観 点 で あ

る。 こ の観 点 に よ れ ば， 組 織 の成 果 を高 あ る管 理

方 法 は， そ の組 織 が 直 面 す る状 況 や追 求 す る戦 略

な ど に よ って 異 な る もの で， 経 営 管 理 に お い て 唯

一 か つ 最 善 の方 法 は存 在 しな い
。 例 え ば， 変 革 型

リー ダ ー シ ップ と い っ て も， そ の有 効 性(effec一

tiveness)は 組 織 の 直 面 して い る環 境 が急 激 に 変

化 して い る場 合 や組 織 が危 機 的 な 状 況 に置 か れ て

い る場 合 に有 効 で あ って， 組 織 の 直 面 す る環 境 が

安 定 的 な場 合 で も有 効 とは 限 らな い とい う考 え 方

で あ る。

 組 織 が プ ー ル して い る人 的資 源 を最 大 限 に 活 用

し， 組 織 の成 果 を高 め る た め に は どの よ うな 人 的

資 源 管 理 シ ス テ ム を 組 あ ば よ い の か を そ の 主 な

テ ー マ と して い る人 的 資 源 管 理 論 の領 域 で も，2

っ の 異 な る観 点 が 存 在 して い る。1つ は， ベ ス

ト ・プ ラ ク テ ィ ス(best practice)と い う観 点 で

あ る。 この 観 点 に よれ ば， 人 的 資 源 の持 つ能 力 を

最 大 限 に引 き出 せ る， ど の組 織 で も普 遍 的 に適 用

で き る人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム の組 み 合 わせ が存 在

す る。Pfeffer(1994)に 代 表 され る こ の観 点 に よ

る と， 組 織 の 直面 して い る状 況 や 追 求 す る戦 略 が

異 な って い て も， ベ ス ト ・プ ラ ク テ ィ ス さ え実 施

す れ ば， 組 織 の成 果 は高 くな る。

 も う1っ は，企 業 の人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム の あ

り方 は組 織 の 直面 して い る状 況 や追 及 す る戦 略 に

よ って異 な るべ きで あ る とい う観 点 で あ る。 こ の

観 点 は， 人 的資 源 管 理 論 の フ ロ ン テ ィ ア と して 最

近 注 目 を浴 び て い る戦 略 的人 的 資 源論(strategic

human resource management， 以 下SHRM)に

よ って 代 表 さ れ る。SHRMに よれ ば，人 的 資 源 管

理 シ ス テ ム は そ れ が 特 に組 織 の 追 求 す る 戦 略 と

フ ィ ッ トす る場 合 に限 って， 組 織 の持 続 的 な競 争

優 位(sustained competitive advantage)に っ な

が る と把 握 して い る(Becker&Gerhart，1996；

Becker， Huselid， Pickus&Spratt，1996；Cappe-

lli&Crocker-Hefter，1996； 蔡 ， 1998；Huselid，

1995)。 要 す る に， 人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム の あ り

方 は， そ の組 織 の 追 及 す る戦 略 に よ って 異 な るべ

きな の で あ る。

 グ ロ ーバ ル ・デ ー タを 用 い て，R&D組 織 に お

け る人 的 資 源管 理 シ ステ ムの あ り方 を 明 らか にす

る こ とを 目的 とす る本研 究 は，2っ の 観 点 の中 で
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普遍的な観点に注目する。なぜなら，各々の組織

の置かれている状況や追求する戦略が異なるもの

の，R&D研 究者の組織 にお ける満足や組織 コ

ミットメント，研究成果を高めることのできる普

遍的な人的資源管理 システムが存在するとすれ

ば，R&D組 織を管理 する立場 にある管理者 に

とってのインプリケーションは非常に大きいと思

われるからである。

2.R&D組 織 に お け る ベ ス ト ・プ ラ ク

 テ ィス

 R&D組 織 で働 く研 究 者 は， 組 織 の他 の 部 門 で ，

働 く従 業 員 と はか な り異 な る態 度 や ニ ー ズの持 ち

主 と して 知 られ て い る。 管 理 者 な ど， 他 の一 般 従

業 員 と違 って ，R&D組 織 で 働 く研 究 者 の 最 も著

しい 特 徴 は， 雇 わ れ て い る組 織 よ りは 自分 の専 門

分 野 や 知 識 技 術 に強 くコ ミ ッ トす る存 在 で あ る

とい う点 で あ る(Gouldner，1957，1958；Kerr，

Von Glinow&Schriesheim，1977； 太 田，1994；

蔡 ，1999； 高 尾 ，1996)。

 と こ ろで ，R&D組 織 で 働 く研 究 者 の持 っ こ の

よ うな特 徴 は， 研 究 者 が 職 場 の 人 員 構 成 の多 くを

占 あ て い る組 織(例 え ば， 大 学 や企 業 のR&D部

門)に と って，1っ の根 本 的 な 問 題 を 提 示 す る。

根 本 的 な 問題 とは， 従 業 員 の 組 織 に対 す る一 体 感

や忠 誠 心 を高 あ よ う とす る人 的 資 源 管 理 戦 略 が ，

果 た して雇 わ れ て い る組 織 よ り 自分 の 専 門 分 野 や

職 種 に コ ミッ トす る存 在 で あ る研 究 者 に もそ の ま

ま 当 て は ま る か と い う点 で あ る。R&D組 織 で働

く研 究 者 が 他 の従 業 員 とか な り異 な るニ ー ズや 態

度 の 持 ち主 で あ る とす れ ば， 他 の部 門 で うま くい

く人 的 資 源 管 理 施 策 だ か ら とい って， そ れ が必 ず

し もR&D組 織 に も有 効 と は限 ら な い か らで あ

る。 先 行 研 究 に よ って ， 研 究 者 が職 場 の人 員 構 成

の 多 くを 占 め るR&D組 織 に お い て 有 効 で 普 遍 的

な 人 的 資 源 管 理 施 策 ， つ ま り， ベ ス ト ・プ ラ ク

テ ィ ス と して早 くか ら注 目 され た こ と を ま と あ て

み る と，次 の 通 りで あ る(蔡 ，1999；Kornhauser，

1962；Mareson，1960；Raelin，1984，1986，

1991)0

 第1は ，組 織 が研 究 者 の持 って い る価 値 や 二・一

ズ，つまり，科学や自分の専門分野の発展に対す

る貢献，研究における自律性などを尊重する施策

である。研究者たちが持 っている価値やニーズを

組織が認める方法としてR&D組 織でよく見かけ

られる施策としては，研究者の時間の一部を，公

式的なプロジェク トではない，自由研究(い わゆ

る，アングラ研究)に 割 くことを許すことである。

例えば，組織のイノベーション能力が非常に高い

と評価されている3M社 は，総時間の15%ま で

を研究者の自由研究に回すことを公式的に認めて

いる(榊 原 ・大滝 ・沼上，1992)。 マネジャーと

いっても，その役割はあくまで研究の概ねの方向

性のみを示すだけで，実際の研究の進あ方は研究

者本人 に任せるなど，研究活動において個人の自

律性を認あることも他の部門ではそれほど見かけ

られない，R&D組 織が持っ大きな特徴の1っ で

ある。企業のR&D組 織よりは，組織そのものが

研究者たちの持 っている価値を公式的に標榜 して

いる大学や病院といった，いわゆるプロフェ ッ

ショナル組織で働 く研究者 ほど，組織の中でコン

フリクトを経験 しにくいと指摘 されている理由も

ここにある(Raelin，1991)。

 第2は ，組織が研究者の外部活動を大いに認

あ，ときにはそれを積極的に促進す る施策であ

る。学会への参加や発表，学術誌などに論文掲載，

外部研究者とのプロジェクトを組む機会を与える

ことなどがこれに当てはまる。一見当たり前のよ

うに聞こえるが，企業のR&D組 織にとってこれ

は決 して単純な問題ではない。例えば，優れた研

究成果を挙げた場合，殆どの研究者はそれをいち

早 く外部に公表 し，自分の研究者としての位置を

高めたがる。 しか し，その研究成果が商品開発に

っながる可能性がある限り，企業はそれをす ぐ認

めるにはいかない。企業の明日の競争優位や成長

力にっながる可能性が常に存在 しているか らであ

る。にもかかわらず，殆 どの企業が，発表時期を

調整 したり，外部発表に対する基準を設けたりす

ることによって外部公表を認める根本的な理由

は，それが研究者の動機づけに大いに役立っとい

うことを組織が認識 しているからである。

 これまで述べた2っ の施策はともに，研究者の

持っている価値やニーズを組織が積極的に認ある
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ことによって，研究者の組織内での満足を高ある

とともに，組織に対 してより友好的な態度を促そ

うとす るものである。 また，2つ の施策は，研究

者が研究活動に没頭できる状況を組織が整えるこ

とによって，研究成果を高めることもできる。そ

の意味で，2つ の施策はともに，研究者を多 く抱

えているR&D組 織においてベス ト・プラクティ

スと考えられているのである。

 ところで，本研究では，2つ のベスト・プラク

ティス以外にR&D組 織でよ く実施されている他

のいくつかの人的資源管理施策の有効性 もともに

調べることにする。その理由は， これまで人的資

源管理論の殆どの研究が，生産や事務などでの効

率性(efficiency)を いかに高めるのか という問題

と，効率性を最大限に引き出そうとすることから

生 じる様 々な副作用をいかに防 ぐのか とい う2

っの問題にあまりにも捕 らわれ，R&D組 織 にお

ける人的資源管理システムのあり方に関する研究

は行われてこなかったという点にある。実際， こ

れまで人的資源管理論の殆どの研究は暗黙的に一

般従業員を想定 しており，たとえ一般従業員とか

なり異なるニーズや態度を持っている研究者を研

究対象 として捉えているとしても，研究者 も一般

従業員 と全 く同 じように効率性に基づいて管理す

ればよいとい う考え方 に基づ いてい る(Froh-

man，1978；Katz，1988)。 となると，研究の不足

のため，2つ のベスト・プラクティス以外に， ま

だ明 らかにされていないベス ト・プラクティスは

十分存在 しうる。 この意味で，本研究 は，研究者

の態度やニーズの特殊性に関する研究から明らか

になった2っ のベス ト・プラクティスを検証す

る研究であるとともに，まだ明らかにされていな

いR&D組 織におけるベス ト・プラクティスを探

る探索的な研究で もある。以下では，2つ のベス

ト・プラクティスを含 め，5力 国のR&D組 織で

実施 されているいくつかの人的資源管理施策の有

効性を調べることにする。

3.研 究 方 法

1)研 究対象

本研究の研究対象は，5力 国で働 く計4，777名

のR&D研 究 者 で あ る。 表1は ， 本 研 究 対 象 の属

性 変 数 に お け る特 徴 を 国 別 に ま と め た もの で あ

る。 国 別 属 性 変 数 に お け る特 徴 は， 次 の通 りで あ

る。

 第1に ， 日本 の民 間企 業 のR&D組 織 で働 く研

究 者 で あ る。具 体 的 に，製 薬(7社)， エ レク トロ

ニ ク ス(2社) ，製 鉄(2社)， 化 学(3社)の4っ

の 産 業 のR&D組 織 で 働 く1，218名 の 研 究 者 で あ

る。 全 て の 研 究 者 が 民 間 企 業 で 働 い て お り， 公 的

部 門 で働 く研 究 者 は含 まれ て い な い。 他 の国 に比

べ て 日本 の最 も大 き な特 徴 は， 全 体 の46.6%を

占 め る研 究 者 が製 薬産 業 で 働 いて い る と い う点 で

あ る。 日本 の研 究 対 象 の 属 性 変 数 に お け る特 徴

は， 平 均 年 齢 が36.72歳 ， 平 均 勤 続 が11.32年 ，

男 性 が92.8%と 圧 倒 的 に多 い。 学 歴 別 に は， 博

士 課 程 修 了 者 が7.5%， 修 士 課 程 修 了 者 が

62.9%， 学 部 卒 が25.4%， そ の 他 が4.1%で あ

る。専 攻 別 に は理 学 が15.9%， 工 学 が46.8%， そ

の他 が37.3%で あ る1)。職 位 別 に は，課 長 ク ラ ス

以 上 が6.1%， 係 長 ・主 任 ク ラ スが53.0%， 一 般

が40.4%， そ の 他 が0.6%で あ る。

 第2に ， イ ギ リス の計23の 日系 企 業 及 び非 日

系 企 業 のR&D組 織 で 働 く763名 の 研 究 者 で あ

る。 日系 企 業 で 働 く研 究 者 が全 体 で 占 あ る割 合 は

25.0%で あ る。 日本 と は 違 って 製 薬 企 業 で 働 く

研 究 者 は含 まれ て い な い。 しか し， 全 て の研 究 者

が 民 間 企 業 で 働 いて い る と い う点 で は 日本 と同 じ

で あ る2)。イ ギ リス の研 究 対 象 の 属 性 変 数 に お け

る特 徴 は，平 均 年 齢 が36.45歳 ，平 均 勤 続 が9.59

年 ，男 性 が81.0%で あ る。学 歴 別 に は，博 士 課 程

修 了 者 が38.8%， 修 士 課 程 修 了 者 が20.1%， 学 部

卒 が37.2%， そ の他 が3.9%で あ る。専 攻 別 に は，

理 学 が45.7%， 工 学 が41.6%， そ の 他 が12.6%

で あ る。職 位 別 に は，課 長 ク ラス以 上 が5.0%， 係

長 ・主 任(チ ー ム ・ リ ー ダ ー な ど)ク ラ ス が

34.1%， 一 般 が48.3%， そ の他 が12.6%で あ る。

 第3に ， イ ン ドの 民 間 ・公 的 部 門 の 計18の

R&D組 織 で働 く411名 の研 究 者 で あ る。 公 的 部

門 で 働 く研 究 者 が全 体 で 占 め る割 合 は， 約53%

で あ る3)。製 薬 企 業 で 働 く研 究 者 は含 ま れ て い な

い。 イ ン ドの 研 究 対 象 の 属 性 変 数 に お け る特 徴

は，平 均 年 齢 が36.29歳 ，平 均 勤 続 が10.73年 ，
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表1国 別属性変数における違い
一.一

1日 本 」一姻 インド 1韓 国L台 湾i全 体=
一 一一

年 齢(歳)

 (s.d.)

36.72

(7.10)

36.45 1 36.29

(9.19) 1 (9.85)

31.98

(4.74)

33.53

(5.86) L
  34.44

  (7.20；一 一一一

勤続(年)   ll.32 9.59 10.73 6.04 1  5.0? 8.09

(s.d.)    (7.10) (9.36) (9.40) (4.41)   (4.73) (6.83；
一一.       『 一 }冖 一

性別(%)

男性     92.8
     一

81.0 87.3 92.8  1 85.1 89.6
一 一一..

学 歴(%)

博士 7.5 38.8 23.8 10.4 18.3 16.2

修士 62.9 20.1 36.7 51.8 47.6 47.8

学部 25.4 37.2 37.2 34.7 17.1 31.1

その他 4.1 3.9 2.2 3.2 16.9 4.9

専攻(%)

理学 15.9 45.7 20.7 11.6 17.2 19.6

工学 46.8 41.6 65.6 79.6 78.8 63.8

その他 37.3 12.6 13.7 8.8 4.0 16.7
一一一   一

職位(%)

課長以上 6.1 5.0 14.1 14.2 13.9 10.6

係長 ・主任 53.0 34.1 43.8 60.1 20.1 48.5
一般 40.4 48.3 38.9 25.5 49.3 36.6

 その他
』

0.6 12.6 3.2 0.2 16.7 4.3

N

(%)

   一 一

1，218

(25.68)

皿 一 」 一一

劃一
胃一 「

 411

 (8.67)

1，873

(39.49)

一 一一.“

512

(10.79)

4，777

(100.0)

L齪 統計量
F=119.52**

F=165.47**

x2=107.99**

x2=781.43**

xz=969.02**

x2=786.98**

・年 齢 と勤 続 は一 元 分 散 分 析(one-way ANOVA) .性 別 ， 学 歴 ， 専 攻 ， 職 位 は ク ロー ス テ ー ブル.

・**は ，1%で 有 意.
・%の 場 合 ， 四 捨 五 入 に よ り必 ず し も100に は な らな い.

男 性 が87.3%で あ る。 学 歴 別 に は， 博 士 課 程 修

了 者 が23.8%， 修 士 課 程 修 了 者 が36.7%， 学 部

卒 が37.2%， そ の他 が2.2%で あ る。 専 攻 別 に

は， 理 学 が20.7%， 工 学 が65.6%， そ の 他 が

13.7%で あ る。 職 位 別 に は， 課 長 ク ラ ス以 上 が

14.1%， 係 長 ・主 任(チ ー ム ・リー ダ ー な ど)ク

ラ ス が43.8%， 一 般 が38.9%， そ の 他 が3.2%

で あ る。

 第4に ，韓 国 の2っ の大 手 財 閥 の 傘下 にあ る計

26のR&D組 織(う ち，23のR&D組 織 が 同 じ財

閥 の 傘 下)で 働 く1，873名 の 研 究 者 で あ る。 約

87.1%が1っ の 大 手 財 閥 傘 下 のR&D組 織 で 働

く研 究 者 が 占 め て い る4)。製 薬 企 業 で働 く研 究 者

は含 まれ て い な い。 韓 国 の研 究 対 象 の属 性 変 数 に

お け る特 徴 は， 平 均 年 齢 が31.98歳 ， 平 均 勤 続 が

6.04年 ， 男 性 が92.8%で 圧 倒 的 で あ る。 学 歴 別

に は，博 士 課 程 修 了 者 が10.4%， 修 士 課 程 修 了 者

が51.8%， 学 部 卒 が34.7%， そ の他 が3.2%で

あ る。 専 攻 別 に は，理 学 が11.6%， 工 学 が

79.6%， そ の他 が8.8%で あ る。 職 位 別 に は， 課

長 ク ラ ス以 上 が14.2%， 係 長 ・主 任(チ ー ム ・

リー ダ ー な ど)ク ラス が60.1%， 一 般 が25.5%，

そ の他 が0.2%で あ る。

 第5に ， 台 湾 の 民 間 ・公 的 部 門 の 計23のR&

D組 織 で 働 く512名 の研 究 者 で あ る。公 的部 門 で

働 く研 究 者 が 全 体 で 占 あ る割 合 は51.4%で ，全 て

が 同 じ組 織 で 働 いて い る。 要 す る に， 全 体 の ほ ぼ

過 半 数 が ，1つ の 公 的 組 織 で 働 く研 究 者 が 占 め て

い る の で あ る5)。製 薬 企 業 で 働 く研 究 者 は含 ま れ

て い な い。 台 湾 の研 究 対 象 の 属 性 変 数 に お け る特

徴 は， 平 均 年 齢 が33.53歳 ， 平 均 勤 続 が5.07年 ，

男 性 が85.1%で あ る。 学 歴 別 に は， 博 士 課 程 修

了 者 が18.3%， 修 士 課 程 修 了 者 が47.6%， 学 部

卒 が17.1%， そ の他 が16.9%で あ る。 専 攻 別 に
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は， 理 学 が17.2%， 工 学 が78.8%， そ の 他 が

4.0%で あ る。 職 位 別 に は， 課 長 ク ラ ス以 上 が

13.9%， 係 長 ・主 任(チ ー ム ・リー ダ ーな ど)ク

ラ スが20.1%， 一 般 が49.3%， そ の他 が16.7%

で あ る。

 表1に は，属 性 変 数 に お い て 国別 に統 計 的 に 有

意 な差 が あ る か ど うか調 べ るた め に実 施 した一 元

分 散 分 析(one-way ANOVA)及 びx2検 定 の結 果

も報 告 して い る。一 元 分 散 分 析(F値)及 びx2検

定 の結 果 を見 る限 り， 全 て の属 性 変 数 に お い て統

計 的 に有 意 な差 が 現 れ て い る。そ こで ，本 研 究 は，

R&D組 織 に お け る人 的 資 源 管 理 施 策 の有 効 性 を

国別 に分 けて分 析 す る こ と にす る。

 2)変 数 の測 定

 ①R&D組 織 にお け る人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム

の尺 度 の開 発

 5力 国 の民 間 ・公 的 部 門 のR&D組 織 で 実 施 さ

れ て い る人 的 資 源 管 理 施 策 を測 る た め に， 本 研 究

で は，計15項 目を使 った。15項 目 は いず れ も，

R&D組 織 で 働 くプ ロ フ ェ ッ シ ョナ ル の研 究 成 果

に 影響 す る人 的 資 源 管 理 施 策 と して 注 目 され て い

る もの で， リカ ー ト ・タ イ プ の5点 スケ ー ル 方 法

で測 った。

 と ころ で， 本 研 究 で は， 各 々 の施 策 の効 果 を調

べ て も， と りだ て て有 意 義 な こ とで は な い と判 断

し， 項 目別 の分 析 は行 わ な い。 な ぜ な ら， 人 的 資

源 管 理 施 策 を 測 るた め に工 夫 さ れ た15項 目 は お

互 い に 概 念 的 に重 な り合 う と こ ろ が 多 く，15の

項 目 の間 に は高 い相 関 が 見 込 ま れ るか らで あ る。

この よ う な立 場 は，「HRM施 策 や 慣 行 はお 互 い に

密 接 に 関連 して い る1つ の シス テ ム で あ り， 決 し

て そ の シ ス テ ム を 構 成 して い る1つ の 施 策 や慣

行 だ け を分 離 して研 究 して はい けな い」 とい う，

最 近 の戦 略 的人 的資 源 管 理 論 の指 摘 と も一 致 す る

もの で あ る(Huselid，1995；Huselid&Becker，

1996；Ichniowski， Kochan， Levine， Olson&

Strauss，1996；MacDufne，1995)。 そ こで， 因子

分 析 を通 じて，15項 目の 間 に 隠 れ て い る因 子 構

造(factor structure)を 明 らか に す る こ とに した。

 新 た な 尺 度 の 開 発 に よ く使 わ れ て い る因 子 分 析

の場 合， 分 析対 象 はあ くまで 因 子 分 析 に掛 け られ

る変数(つ まり，項目)で あって，決 してケース

(っまり， 人)で はない。 因子分析の際にケース

は，あくまで一種の錯乱要因に過 ぎない。そして，

このような錯乱要因を防ぐためにはできるだけ多

くのケースが必要であると指摘されている(Nun-

nally，1967)。 本研究が属性変数においての違い

から，人的資源管理施策の有効性を国別に分けて

分析するにもかかわらず，因子分析だけは，国別

に分けず全てのケースを分析に掛ける理由はここ

にある。表2は ，主因子抽出法とヴァリマクス回

転を用い，15項 目に対する因子分析の結果をま

とめたものである。表2か ら分かるように，解釈

できる因子として次の4っ が現れた。

 第1は ，研究 テーマの設定や時間などにおいて

の自律性，個人の自由度や個人の貢献に関する正

しい評価など，主に個人の自律性を強調する項 目

の集まりである。 この因子に負荷量の多かった項

目は，「研究テーマの設定は，研究員個人の関心や

興味を考慮 して決あられている」，「予算やスタッ

フの使い方について，研究員の自由度が高 い」，

「公式のプロジェク トでない，メンバー独 自の研

究(ア ングラ研究)が 奨励されている」，「勤務時

間管理が，研究者の自主的な判断にまかされてい

る」，「研究者が リスクをおかすことが奨励されて

いる」，「チーム単位で仕事を しても，個人の貢献

が正 しく評価 されている」，「R&Dリ ーダーがメ

ンバー間の調整や問題解決などに割 く時間を少な

くする努力がなされている」の6項 目である。い

ずれの項目も，早 くからR&D組 織においてベス

ト・プラクティスの1つ として指摘 されて きた，

組織が研究者の持っている価値やニーズ，特に研

究における自律性を尊重する施策に関わるもので

ある(Kerr et al.，1977；Marcson，1960)。 ここで

はこの因子を，「個人の自律性促進施策」と名づけ

ることにする。

 第2は ，組織内 ・外でのプロフェッショナルと

しての活動や情報交流に関わる項 目の集まりであ

る。この因子に負荷量の多かった項目は，「他の研

究所や学会や大学との研究上の交流が奨励されて

いる」，「社外や社内の研究者を呼んでの，情報交

換の機会が数多 く設けられている」，「他の研究所

や大学か らの第一線研究者の採用が多い」の3項
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研究 テーマは個人 の関心 を配慮

予算 ・スタ ッフにおいての自由度

ア ング ラ研究 を奨励

勤務時間管理 が自由

個人 の リスク奨励

個人 の貢献 を きちんと評価

表2 因子分析の結果

     陋 子1陋 子2

  リーダー ・メ ンバー との調整時 間が少 ない

  社外 との研究上 の交流機会

  社 内 ・外 の情報交流 が奨励

  社外 か らの採用

  市場 か ら情報 が頻繁 に伝 われる

  製品化 と密接 に関連

  プロジェク ト・チームが 中心

  プロジェク ト ・チームは変化 に対応

  プロジェク ト ・チーム構成 の際 には異質 な人材 の

  組 み合 わせが重視

アイゼ ン(E)値

分散(%)

0.67

0.66

0.65

0.64

0.58

0.57

0.46

2.88

19.21

0.82

0.76

0.66

0.33

2.03

13.53

因子3
 一一一一. 1因 子4

h

0.517

0.475

0.506

0.449

0.34 0.504

0.461

0.371

0.700

0.641

0.491

0.79 0.660

0.77 0.636

0.85 0.724

0.58 0.509

0.37 0.382

1.69 1.43

  11.24
一

9.54

●r>=4 ，831.

・因 子1は 個 人 の 自律 性 促進 施 策 ，因子2は 外 部 活 動 促 進 施 策 ，因 子3は 部 門 間 交 流 促 進 施 策 ，因 子4は ，プ ロ ジェ

ク ト ・チ ー ム制 中 心 施 策.

・hは ，共 通 性.

・項 目の 前 の数 字 は， もとの ア ンケ ー トの項 目番 号.

目である。 いずれの項目も，R&D組 織において

ベス ト・プラクティスのもう1つ である，組織が

研究者の外部活動を積極的に促進する施策に関わ

るものである。ここではこの因子を，「外部活動促

進施策」と名づけることにする。

 第3は ，他部門との密接な連携を通 じて，素早

く製品開発を成 し遂げようとする項目の集まりで

ある。この因子に負荷量の多かった項 目は，「R&

Dと 製品化が密接に関連 している」，「市場や顧客

の情報が頻繁にR&Dに 伝えられる」 の2項 目で

ある。2つ の項目はともに， これまで日本企業の

R&D組 織の強みと して指摘されて きたもので

(Clark&Fujimoto，1991； 竹内 ・野中 ，1993；若

杉，1989)， 異なる職種の人々を集あてプロジェ

ク トを組んだり，人的資源の部門間ローテーショ

ンを活発にしたりするなどの施策と思われる。こ

こではこの因子を，「部門間交流促進施策」と名づ

けることにする。

 第4は ，研究組織の編成のあり方に関わる項目

の集 ま りで あ る。 この因 子 に負 荷 量 の多 か った項

目 は， 「R&Dは ， 通 常 ニ ー ズ に応 じて組 ま れ るプ

ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ム に よ っ て 行 わ れ る」， 「プ ロ

ジ ェ ク ト ・チ ー ム は，R&Dニ ー ズ の変 化 に対 応

して い る」， 「プ ロ ジェ ク トを組 む際 に異 質 な人 材

の組 み合 わせ が重 視 さ れ る」 の3項 目で あ る。要

す る に， 変 化 に対 して柔 軟 に適 応 で き るよ うに，

異 質 な人 材 で構 成 さ れ て い る プ ロ ジェ ク ト ・チ ー

ム制 を 中心 に研 究 組 織 を運 営 す る施 策 で あ る。 こ

こ で は こ の 因 子 を， 「プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ム制 中

心 施 策 」 と名 づ け る こと にす る。

 以 下 で ， この4つ の因 子 得 点(factor score)を

持 って，R&D組 織 に お け る人 的 資 源 管 理 施 策 と

す る。

 ② 結果変数

 R&D組 織における人的資源管理 システムの効

果を調べるために用いられる結果変数は，次の通

りである。
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 第1に ，研究者の態度面での結果変数である。

態度面での結果変数 としては，研究者の組織内で

の満足 と組織 コ ミットメントとの2っ の変数を

使 うことにする。研究者の組織内での満足尺度

は，仕事(研 究体制)に 関する満足，人間関係に

対する満足，研究支援体制に関する満足，プロ

フェッショナルとしての活動に関する満足など，

計25項 目で測られた。一方， 組織 コミットメン

トは，Mowdayな ど(Mowday， Steers&Porter ，

1979)に 基づき，「この会社のためなら，人一倍働

いてもいいと思 う」，「私の考えと， この会社の経

営方針 とは，かなり一致 している」，「なんだかん

だといって も， この会社を選んで本当によか った

と思 う」といった3項 目で測 られた。

 第2に ， 研究者の研究成果である。R&D研 究

者の研究成果をどのように測るかは確かに議論の

余地の多いところである。 しか し，本研究では，

Jauch&Glueck(1975)の 勧告に従い，量的な側

面に注目することにした。具体的に，海外での学

会発表，国内での学会発表，海外雑誌への論文掲

載，国内雑誌への論文掲載，海外での特許申請，

国内での特許申請の6項 目で研究者の研究成果

を測ることにした。ところで，本研究では，この

6項 目の研究成果は個別に分析 しない。 その理由

は，次の2点 である。1っ は，6項 目の研究成果の

相関行列を調べた結果，学会発表や論文 に関わる

項 目群(4項 目)と 特許に関わる項目群(2項 目)

との間には異なった相関パターンが現れた点であ

る。つまり，R&D研 究者の場合，研究成果 といっ

て もR&D組 織の業績に直接につながる特許とい

う業績指標と，組織の業績とは必ず しも直接にっ

ながるとは限 らない学会発表や論文などの個人の

研究成果指標とが別の次元(dimension)を 構成 し

ていることが明らかになったのである。もう1っ

は，R&D組 織にとって重要なことは，個別の研

究成果よりはむしろ一般的な研究成果であるとい

う点である。 言い換えれば，R&D組 織の管理者

にとって，例えば海外特許 という1つ の研究成果

指標を高あるためにはどのようにすればいいのか

ということよりは，研究者の一般的な研究成果を

高めるためにはどのような人的資源管理システム

がより有効なのかということに多 くの関心を持っ

ていると思われる。

 そこで，本研究は，研究者の研究成果を測って

いる6項 目に対 して因子分析を行い，現れた各々

の因子得点(factor score)を 持 って新たに研究者

の研究成果を測る指標とすることにした。因子分

析の結果，次の2っ の因子が現れた。1っ は，個

人の研究成果の側面が強い研究成果で，この因子

に負荷量の多かった項目は，海外での学会発表，

国内での学会発表，海外雑誌への論文掲載，国内

雑誌への論文掲載の4項 目である。以下では，こ

の因子を 「発表 ・論文」 と名づけることにする。

もう1つ は，特許 という研究成果である。 この因

子に負荷量の多かった項目は，海外での特許申請

と国内での特許申請の2項 目である。以下では，

この因子を 「特許」と名づけることにする。要す

るに，本研究で5力 国の民間 ・公的部門で働 く研

究者の研究成果 として使われる指標 は，「発表 ・

論文」と 「特許」の2っ の指標である。

4.分 析 結 果

 2っ のベスト・プラクティスを含め，各々の人

的資源管理施策の有効性を検証する前に，まず，

5力 国の民間 ・公的部門のR&D組 織で実施 され

ている人的資源管理施策の現状を調べることにす

る。表3及 び図1は ，4っ の人的資源管理施策の

因子得点を国別にまとあたものである。全体的な

傾向としては，個人の自律性促進施策 とプロジェ

クト・チーム制中心施策の2っ は，国別にかなり

バ ラツキが多いのに対 して，外部活動促進施策

は，バ ラッキが殆どない。

 4っ の人的資源管理施策それぞれに対 して国別

の特徴をまとめると，次の通 りである。日本は，

個人の自律性促進施策の得点が相対的に高いのに

対 して，部門間交流促進施策の得点は5力 国の中

で最 も低い。イギ リスは，プロジェクト・チーム

制中心施策 と外部活動促進施策の2っ 得点が5

力国の中で最 も高い。インドは，プロジェクト・

チーム制中心施策 の得点が相対 的に高 い。韓国

は，個人の自律性促進施策の得点が5力 国の中で

最 も低いのに対 して，部門間交流促進施策の得点

は相対的に高い。台湾の場合，個人の自律性促進
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表3 国別人的資源管理施策の因子得点   
一一⊥ 顯

イ凱 ⊥嘘

因子1：個人の璽 壁L耀
)

因子2：外部活動促進

因子3：部門間交流促進

因子4：

一 〇
.163

 (.027) 1
0.169

(.040)

0.379

(.043)

間交流促進

一一

一 〇
.415

 (.028)

0.005

(.040)

ム制中心 一 〇
.273

 (.026)

0.561

(.045)

  1，204
528

 ン ト

s.e.)

0.185

(.056)

0.013

(.064)

0.045

(.055)

0.290

(.069)

34?

韓 国

(s.e.)

一 〇
.529

 x.021)

一 〇.061

 (.022)

 0.182

 (.022)

 0.005

 (.021)

1，861

台 湾

(s.e.)

F値

0.864

(.039)

344.39**

       一 『

0.221

(.045)

35.57**

     一一一一『

0.301

(.043)

84.05**

.一一 一

一 〇.162

  (.041)

79.72**

     一.一一『

476 4，416
 .一.

 I

O.R

O，6

0.a

o.z
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-0 .2

-o .a

-0 .6

一.」一コ

因 臼 ・2   因 ・3 ・4

→_体

+韓 国

+英 国

→← イノド

→←台湾

      因f

図1 国別人的資源管理施策の因子得点

施策 と部門間交流促進施策 の2っ の得点が5力

国の中で最 も高い。台湾 は，外部活動促進施策の

得点 も相対的に高いほうである。

 表3に は，4っ の人的資源管理施策の因子得点

において国別に統計的に有意な違いがあるかどう

かを調べるために行 った一元分散分析の結果 も報

告 してある。検定統計量のF値 を調べてみると，

4っ の人的資源管理施策全ては5力 国の間で統計

的に有意な違いが現れている。中でも特に個人の

自律性促進施策のF値 が高 く，国別にかなり違う

ことが分かる。

 因子得点の平均値 と一元分散分析の結果とを踏

まえて考えると， 特に興味深い点 としては次の3

点が指摘できる。第1に ，日本の場合，これまで

の指摘 されてきたこととは全 く逆の結果が現れて

いるという点である。主に欧米 との比較を通 じ

て， これまで日本企業のR&D組 織の特徴の1っ

としては，素早 く製品開発を成 し遂げるたあに，

組織の他部門 との密接な連携を通 じて集団でR&

Dに 取り組むということが指摘されてきた。 しか

し，少なくとも本研究か らはこのような特徴は認

あられず， これまでの指摘 とは全 く逆の結果が現

れている。 日本の場合，個人の自律性促進施策の

得点が相対的に高いのに対 して，部門間交流促進

施策の得点は5力 国の中で最 も低いのである。特

に部門間交流促進施策の得点 は， これまで日本 と

比較対象の1っ の国 となって きたイギ リスに比

べても統計的に有意に低い。第2に ，インドとイ

ギ リスはかなり似通 った人的資源管理施策をとっ

ているという点である。インドの場合，何 らかの

形でイギ リスの影響を強 く受 けているのかもしれ

ない。 第3に ， 同 じく新興工業地域(NIES)と 呼

ばれているにもかかわらず，韓国と台湾はかなり

違 った人的資源管理施策を実施 しているという点

である。台湾では，プロジェク ト・チーム制はそ

れほど重視されず，個人の自律性が重視されてい

る。それに対 して，韓国は逆に，個人にそれほど

自律性を与えず，プロジェク ト・チームを中心に

R&D組 織を運営 している。

 以下では，4つ の人的資源管理施策の有効性を

調べることにする。

 1)個 人の自律性促進施策

 まず，R&D組 織においてベス ト・プラクティ

スの1っ として早 くから注目されてきた，個人の

自律性促進施策の有効性を調べることにする。表

4は ， 個人の自律性促進施策と結果変数との相関

係数を国別にまとめたものである。

 表4か ら分かるように，個人の自律性促進施策

は，5力 国全てにおいて研究者の2つ の態度面で
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表4 個人の自律性促進施策と結果変数との相関係数

日本

イ ギ リス

満 足

0.415**

0.443**

イ ン ド

韓国

台湾

0.486**

0.542**

0.554**

oc

0.186**

0.208**

1一 発表 ・論文

   0.010

0.148**

0.328**

特 許

0.362**

0.088**1，204

0.059 526

0.002

一

ー
 0.087*

一 〇.139*

 0.070**

0.021

*

*

一

**

一.

一

一 〇
.007

一 〇
.013

339

1，850

473

・OCは ， 組 織 コ ミ ッ トメ ン ト.

・*は5%で ，**は1%で 有意.

表5 外部活動促進施策と結果変数との相関係数
亠

満 寔

  日本
』

0.229** o.

イギ リス 0.247** o.

イ ン ド 0.233** o.

韓国 0.363**  1  0.

台湾

一一一 『 一

  〇.371**  1  0.

一一

 oc

O.148**

0.070

0.166**

0.263**

0.130**

⊥ 遼 ・論文
.087**

182**

155**

024

033

誌L滋
0.144**526

.081339

.0051，850

.016 1 473
・OCは ， 組 織 コ ミ ッ トメ ン ト.

・*は5%で ，**は1%で 有 意 .

の結果変数 と統計的に有意な正の相関が現れてい

る。つまり，組織が研究テーマの設定や時間など

において自律性を認あたり，個人の自由度を促進

したり，チームで仕事をしても個人の貢献を正 し

く評価 したりするなど，個人の自律性を強調する

と認識する研究者ほど，組織に対する満足や組織

コミットメントは高 くなる。中でも特に，研究者

の組織内での満足との相関が高い。 この意味で，

個人の自律性促進施策はR&D組 織で働 く研究者

の満足や組織コミットメントを高めることのでき

る，ベスト・プラクティスと思われる。

 一方，個人の自律性促進施策 は，研究者の2っ

の研究成果指標 とはそれほど明確な関係を持って

いないことが明らかになっている。個人の自律性

促進施策 と研究成果 との間で統計的に有意な相関

が現れているものは， 日本での特許， イギ リス，

インド，韓国での発表 ・論文の計4つ に留 まって

おり，全体的に少ない。また，たとえ統計的に有

意な相関が現れたとしても，相関係数は決 して高

くない。イン ドでの発表 ・論文 との相関を除け

ば，相関係数が.1に も満たず，個人の自律性促進

施策が研究者の研究成果に及ぼす影響はかなり弱

いと判断される。興味深いことは，個人の自律性

促進施策が，インドの学会発表 ・論文では統計的

に有意な負の相関が現れているという点である。

同じ施策がイギ リスと韓国では発表 ・論文とは正

の相関を持 っているのに対 して，イン ドでは発

表 ・論文 とは負の相関を持 っていることが明らか

になったのである。以上の結果を踏まえて考える

と，個人の自律性促進施策は，研究者の研究成果

にそれほど強い影響を与えず，R&D組 織におけ

るベス ト・プラクティスとしての効果は認められ

ないのである。

 2)外 部活動促進施策

 次に，R&D組 織において もう1つ のベス ト・

プラクティスと指摘 されてきた，外部活動促進施

策の有効性を調べることにする。表5は ，外部活

動促進施策 と結果変数 との間の相関係数を国別 に

まとめたものである。

 表5か ら分かるように，外部活動促進施策 は，

イギ リスでの組織 コミットメントとの相関を除け
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表6 部門間交流促進施策と結果変数との相関係数
』 一   .一..一一一一一一一..一

満 足

一一一一

i
oc

」 一一発越 文     
一〇.070*

     一一 一一. 一一
日本 0.265** 1 0.209**

一

イギ リスi 0.200** 0.158**
L二 ・.226**

イ ン ド 0.254** 0.139*
一 一.

0.166**

      一〇.054       
0.055*韓国 0.209**

一

台湾 0.252** 0.178**
一.一 「一一一一一一一一一一 一     0.092*

」 特 許
0.096**

0.091*

N
凹一一

1，204

526

1-0.052

⊥
  一〇.063**

   0.157**

339

1，850

473

・OCは ， 組 織 コ ミ ッ トメ ン ト.

・*は5%で ，**は1%で 有 意

ば，研究者の態度面での2っ の結果変数 とは全て

の国において統計的に有意な正の相関が現れてい

る。つまり，組織が，組織内 ・外での外部活動を

積極的に促す施策をとっていると認識 している研

究者 ほど，組織内での満足や組織 コミットメント

は高 くなる。 この意味で，外部活動促進施策 は，

R&D組 織において研究者の組織に対する友好的

な態度を促すことのできる，ベスト・プラクティ

スと思われる。但 し，個人の自律性促進施策に比

べ，相関係数 はそれほど高 くない。特に韓国を除

けば，組織 コミットメントとの相関係数が低い。

 一方，外部活動促進施策と研究者の2っ の研究

成果指標 との相関係数を調べてみると，次の2点

が指摘できる。1つ は，態度変数との関係に比べ，

統計的に有意な相関が現れているものが少なく，

たとえ統計的に有意な相関が現れたとしても，相

関係数 は決 して高 くないとい う点である。っま

り，外部活動促進施策 は，研究成果 とはそれほど

強い関係を持 っていないことが明らかになってい

るのである。 もう1つ は，研究成果をどのように

捉 らえるかによって，外部活動施策の有効性 は全

く異なる方向で働いているという点である。外部

活動促進施策は，発表 ・論文 という研究成果指標

においては，日本，イギ リス，インドの3力 国で

統計的に有意な正の相関が現れている。 しかし，

同 じ施策は，特許 というもう1っ の研究成果指標

においては，日本 とイギ リスの2力 国で統計的に

有意な負の相関が現れている。要するに，研究者

の研究成果をどのように捉 らえるかによって，同

じ人的資源管理施策が，発表 ・論文 という研究成

果指標においてはベス ト・プラクティスとして，

特許 という研究成果指標においては研究者の研究

成果を低ある方向で働 いているのである。これ ら

の点については，考察のところでより詳 しく述べ

ることにする。

 3)部 門間交流促進施策

 次に， これまで欧米に比べ特に日本企業のR&

D組 織の強みの1つ と指摘 されてきた部門間交

流促進施策が，果たして日本以外の国でも通用で

きるベスト・プラクティスであるかどうかを調べ

ることにする。表6は ，部門間交流促進と結果変

数 との間の相関係数を国別にまとめたものであ

る。

 表6で 分かるように，部門間交流促進施策は，

研究者 の態度面での2つ の結果変数 とは5力 国

全ての国で統計的に有意な正の相関が現れてい

る。つまり，組織が他部門との密接な連携を通 じ

て，素早 く製品開発を成 し遂 げようとする人的資

源管理施策 を強調 していると認識する研究者 ほ

ど，組織内での満足や組織 コミットメン トは高 く

なるのである。部門間交流促進施策の特徴といえ

ば，個人の自律性促進施策 と外部活動促進施策と

は違 って，研究者の組織内での満足 とは相対的に

低い相関を持 っているのに対 して，組織 コミット

メントとは高い相関を持 っているという点であ

る。

 一方，部門間交流促進施策 は，研究業績指標を

どのように捉 らえるかによって全 く異なる結果が

現れている。 日本の場合， この施策 は確かに特許

とは統計的に有意な正の相関が現れている。 しか

し，研究者の研究成果のもう1つ の指標である発
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表7 プ ロジ ェク ト・チーム制 中心施策 と結果変数 との相関係数

日本

イギ リス

上一 沛 足

.L塞234**

   0.184**

イ ン ド

鯉
台塗

0.264**

0.087**

0.468**

主

⊥

oc

O.150**

o.07s

O.194**

0.064**

0.257**

」
         一

        一

         一

        一         一

一 一  一 一 』

         『

驚劃l
o.oos

-0 .029

0.013

特 許 .上 一N
 0.036

-0 .023

 0.035

-0 .040

 0.032

204

526

339

850

473

」
■
」
」

・OCは ， 組 織 コ ミ ッ トメ ン ト.

・*は5%で ，**は1%で 有 意.

表 ・論文 とは統計的に負の相関が現れており， 日

本においてもこの施策が必ず しも研究者の発表 ・

論文を高めることにも役立っ とは限 らないことが

明 らかになっている。イギリスと韓国で も結果は

同 じで，特許という研究成果指標とは統計的に有

意な正の相関が，発表 ・論文という研究成果指標

とは統計的に有意な負の相関が現れている。つま

り，5つ の国の内3つ の国で， この施策が有効な

のは特許だけで，必ず しも研究者の発表 ・論文を

も高めるとは限らず，む しろそれを低ある可能性

があるという結果 となっているのである。2つ の

研究成果指標 とともに統計的に有意な結果が現れ

たのは台湾だけである。以上の結果を踏まえて考

えると， これまで日本企業のR&D組 織の強みと

して指摘されてきた部門間交流促進施策はどちら

かというと特許という研究指標に主に有効な施策

で，発表 ・論文という研究指標においてはむしろ

研究者の研究成果を低める可能性がある施策と判

断される。ちなみに，部門間交流促進施策と研究

成果 との関係は，上で調べた外部活動促進施策と

研究成果 との関係とは全く逆の傾向が現れている

という点でも興味深い。 この点に関しては，考察

のところでより詳 しく述べることにする。

 4)プ ロ ジェ ク ト ・チ ー ム制 中心 施 策

 最 後 に， プ ロ ジェ ク ト ・チ ー ム制 中心 施 策 の有

効 性 を調 べ る こ と に す る。 表7は ， プ ロ ジ ェ ク

ト ・チ ー ム制 中 心 施 策 と結 果 変 数 と の間 の相 関 係

数 を 国 別 に ま と め た もので あ る。

 表7で 分 か るよ うに ， プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ム制

中心 の施 策 は， イギ リスで の 組 織 コ ミ ッ トメ ン ト

との関係を除けば，研究者の態度面での2つ の結

果変数 と統計的に有意な正の相関が現れている。

つまり，変化に対 して柔軟に適応できるように，

異質な人材で構成されているプロジェク ト・チー

ムを組んで研究を進めている施策を実施すると認

識 している研究者ほど，満足と組織コミットメン

トは高 くなる。 しかし，台湾を除けば，4力 国の

R&D組 織で働 く研究者の職務満足や組織 コミッ

トメン トとの相関係数 は決 して高 くない。む し

ろ， これまで調べた他の人的資源管理施策に比べ

ると，低い方である。特に組織 コミットメントと

の相関係数は低い。要す るに，プロジェク ト・

チーム制中心の施策は，研究者の態度面での結果

変数 とはそれほど強い関係を持 っておらず，R&

D組 織におけるベス ト・プラクティスとしての有

効性は疑わしいのである。

 プロジェク ト・チーム制中心の施策は，研究者

の研究成果の面で もその有効性は認められなか っ

た。この施策が研究者の2っ の研究成果指標と統

計的に有意な相関が現れたのは，イギリスでの発

表 ・論文との間のみで， しかも負の相関が現れて

いる。つまり，イギ リスでは，組織が，変化に柔

軟に適応するために異質な人材でプロジェクト・

チームを組んで研究を進めている施策をとってい

ると認識 している研究者ほど，発表 ・論文の因子

得点は低 くな乙のである。組織での満足や組織 コ

ミットメントなど，組織の態度面でかなり高い正

の相関が現れた台湾でも，この施策 は2つ の研究

成果指標とは統計的に有意な相関が現れず，その

有効性は疑わしい。以上の2っ の結果を踏まえて

判断すると， この施策は， どの国のR&D組 織で
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も一 般 的 に適 用 で き るベ ス ト ・プ ラ クテ ィ ス と し

て判 断 す るの はか な り難 しい。

5.考 察

 本研究の結果をまとめると，次の通 りである。

第1に ，個人の自律性促進施策は，全ての国で研

究者の2っ の態度面での結果変数 と統計的に有

意な正の相関が現れ，ベス ト・プラクティスとし

ての効果は認められた。それに対 して，研究者の

2つ の研究成果指標 とはそれほど明確な関係が現

れず，ベス ト・プラクティスとしての効果は一部

で しか認められなか った。第2に ，外部活動促進

施策は，ほぼ全ての国で研究者の態度面での2つ

の結果変数と統計的に有意な正の相関が現れ，ベ

ス ト・プラクティスとしての効果は認められた。

しか し，この施策は，研究成果指標をどのように

捉 らえるかによって，全 く異なる結果が現れた。

発表 ・論文においてはベス ト・プラクティスとし

ての効果が概ね認あ られたのに対 して，特許にお

いては一部の国でそれを低める方向で働いてい

る。第3に ，部門間交流促進施策は，研究者の態

度面での2つ の結果変数 とは全ての国で統計的

に有意な正の相関が現れており，その効果は認め

られた。 しか し，この施策も，研究業績指標をど

のように捉 らえるかによって全 く異なる結果が現

れた。特許においては韓国を除けば概ねその効果

が認あられたのに対 して，発表 ・論文においては
一部の国でそれを低める方向で働いている

。 第4

に，プロジェクト・チーム制中心の施策 は， ほぼ

全ての国で研究者の態度面での2つ の結果変数

と統計的に有意な正の相関が現れてはいるもの

の，相関係数は決 して高 くない。 この施策は，研

究者 の研究成果の面で もその効果は認 あられな

かった。以下では， このような結果を踏 まえ，本

研究のインプリケーションを述べることにする。

 まず，R&D組 織 におけるベス ト・プラクティ

スに関わるインプリケーションである。先行研究

によってベスト・プラクティスとして指摘 された

2つ の施策はともに，研究者の組織に対する友好

的な態度を促す面では，その効果が認あられた。

しかし，2っ の施策は，研究成果の面では，ベス

ト・プラクティスとしての効果が一部でしか認あ

られなかったか(個 人の自律性促進施策)，それと

も研究業績指標をどのように捉 らえるかによって

全 く異なる結果が現れている(外 部活動促進施

策)。要するに，本研究で，研究者の態度 と行動の

両面でベス ト・プラクティスとしての効果が概ね

認められたのは，個人の自律性促進施策だけであ

る。このような結果は，R&D組 織において，研究

テーマの設定や方法を研究者に任せたり，研究予

算やスタッフ，勤務時間において自由度を与えた

り，アングラ研究を奨励 したりするなど，個人の

自律性を強調する人的資源管理施策がいかに重要

なのかを物語 っている。R&D組 織の管理者は，

この点を十分認識する必要がある。

 本研究の結果か ら導かれるもう1つ のインプ

リケーションは，研究者の研究成果指標をどのよ

うに捉 らえるかによって，同 じ人的資源管理施策

であっても，その有効性は全 く異なって くるとい

う点である。例えば，外部活動促進施策 は，論

文 ・発表とは一部の国で正の相関が現れているの

に対 して，特許とは一部の国で負の相関が現れて

いる。逆に，部門間交流促進施策は，発表 ・論文

とは一部の国で負の相関が，特許とは一部の国で

正の相関が現れている。 このような結果は，研究

者の研究成果指標がR&D組 織において1つ の重

要なコンティンジェンシー変数 として働いている

表8 R&D組 織における人的資源管理施策の組み合わせ
』

   研究性

研究成

人的資

 ・自

 ・外

 ・部

研究成果指標

人的資源管理施策の有効性

 ・自律性促進施策

 ・外部活動促進施策

 ・部門間促進施策

上流研究(基 礎研究)

論文 ・発表

概ね有効

有効

無効

下流研究(開 発研究)

特許

概ね有効

無効

有効
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可能性を示唆 している。表8に まとめられている

ように，上流研究(基 礎研究)に 取 り組んでお り，

特許よりは論文 ・発表を重視するR&D組 織にお

いては，外部活動は積極的に促す一方で，部門間

交流はむしろ抑制 したほうが研究者の発表 ・論文

を高める有効な方法か もしれない。逆に，下流研

究(開 発研究)に 取 り組んでおり，発表 ・論文よ

り特許を重視する組織においては，外部活動はで

きるだけ抑制する一方で，部門間交流は積極的に

促す施策をとったほうが研究者の特許件数を高め

る有効な方法か もしれない。R&D組 織における

状況変数の特定や，特定された状況によって人的

資源管理施策はどのように異なって くるべきかな

どに関する研究は，今後の課題である。

注

1)日 本 の場合， 自分の専 攻を 「その他」 と答 えてい る

  研究者 が多 いが， これは，製薬企業 で働 く多 くの研

  究者 が， 自分 の専攻 を 「その他」 と答 えているか ら

  である.製 薬企業 で働 く研究者 の中で自分 の専攻 を

  「その他」 と答えて いる割合 は，73.2%に も上 って

  いる.非 製薬企業 で働 く研究者 の場合，その割合 は

  6.3%に 留 まってい る.

2)日 系企業及 び非 日系企業 で働 く研 究者 の属 性変数

  にお ける違 いは，Okazaki-Ward(1999)を 参照 さ

  れ たい.但 し，Okazaki・Wardの 研究で は，1っ の

  日系 企業 で働 く69名 が研 究対 象 に含 まれ てい な

  い.本 研究 とOkazaki・Wardの 研究 との研究 対象

  数 にお ける違 いは， ここか ら由来す る.

3)イ ン ドの民 間 ・公 的部門 で働 く研究 者の属 性変数

  にお ける違 いは，梅澤(1999)を 参照 されたい.

4)韓 国 の この財閥 企業傘 下 のR&D組 織 で働 く研 究

  者 に関す る調査 は，社内電子 メールで行われた.韓

  国調査方 法 に関す るよ り詳 しい ことは， 蔡(1999)

  を参照 されたい.

5)台 湾 の民 間 ・公的部 門で働 く研 究者 の属 性変数 に

  おける違 いは，本冊 の白木(2000)を 参 照 されたい.
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